
水素供給インフラ周辺ビジネス参入支援事業費補助金交付要綱 

 

（通則） 

第１条 水素供給インフラ周辺ビジネス参入支援事業費補助金（以下「補助金」という。）について

は、山梨県補助金等交付規則（昭和３８年山梨県規則第２５号。以下「規則」という。）、新しい

地方経済・生活環境創成交付金（第２世代交付金）交付要綱（インフラ整備事業を除く。）（令和

７年３月６日付け府地創第３８号、府地事第６７号）に定めるもののほか、この要綱の定めるとこ

ろによる。 

 

（目的） 

第２条 この補助金は、今後成長が見込まれる水電解装置及び水素ステーションにおける設置工事、

配管工事並びにメンテナンス等の周辺ビジネス分野への県内企業の参入促進を目的とし、これに要

する経費について予算の範囲内で補助する。 

 

（補助対象者） 

第３条 この補助金の対象となる者は、山梨県内に本店、製造拠点若しくは研究開発拠点等を有する

者であって、中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条に規定する中小企業者であるこ

ととする。 

２ 前項に掲げる中小企業者が補助事業の主要部分を実施する場合にあっては、当該中小企業者を含

む他の企業、大学及び公設試験研究機関等で構成されるグループも補助対象とする。 

 

（補助金の交付の対象となる経費及びその補助率）  

第４条 この補助金は、補助事業を実施するために必要な経費であって、補助金交付の対象として知

事が必要かつ適当と認める経費（以下「補助対象経費」という。）について交付する。 

２ 補助対象経費の区分、補助率及び上限額は別表のとおりとする。 

３ 補助額は、別表の補助対象経費に補助率を乗じた額と補助上限額を比較して少ない方の額とする。

ただし、算出した補助金の額に千円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てるものとする。 

 

（補助金交付申請書及び添付書類の様式、提出期限） 

第５条 この補助金の交付を受けようとする者（以下「交付申請者」という。）は、補助金交付申請

書（様式第１）に関係書類を添えて、別に定める日までに知事に提出しなければならない。 

 

（交付の決定） 

第６条 知事は、前条の規定により補助金交付申請書の提出があったときは、その内容を審査のうえ、

適当と認めるときは補助金の交付決定を行い、交付決定通知書（様式第２－１）により交付申請者

に通知するものとする。また、適当と認めないときは、不交付決定通知書（様式第２－２）により

交付申請者に通知するものとする。 

２ 知事は、前項の承認にあたり、必要に応じ条件を付すことができる。 

３ 第１項の規定にかかわらず、知事は、交付申請者が次の各号のいずれかに該当する場合は、補助

金の交付の決定をしないことができる。 



（１）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。次号に

おいて「暴力団対策法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。第３号から第５号

までにおいて同じ。） 

（２）暴力団員（暴力団対策法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。次号から第５号までにお

いて同じ。） 

（３）暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者 

（４）法人（法人でない団体で代表者又は管理人の定めがあるもの（以下この号において「人格の

ない社団等」という。）を含む。）であって、その役員（人格のない社団等の代表者又は管理

人を含む。）のうちに暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者があるも

の 

（５）暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者がその事業活動を支配する者 

（６）下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が第１号から第５

号までのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結している者 

（７）第２号から第６号に掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体又は個

人 

 

（申請の取下げ） 

第７条 補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、前条の規定による通知に

係る補助金の交付決定の内容及びこれに付された条件に対して不服があり、補助金の交付の申請を

取り下げようとするときは、補助金交付決定通知を受けた日から２０日以内にその旨を記載した書

面を知事に提出しなければならない。 

２ 前項による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る補助金の交付決定は、なかったものと

みなす。 

 

（補助事業計画変更の承認） 

第８条 補助事業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、あらかじめ、事業変更承認申請書（様

式第３）を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

（１）補助対象経費の区分ごとに配分された額を変更しようとするとき。ただし、同一の補助率が適

用される補助対象経費相互間においていずれか低い額の２０％以内を増減させる場合はこの限

りではない。 

（２）補助事業の内容を変更しようとするとき。ただし、補助事業の目的の達成に支障をきたさない

事業計画の細部の変更であって、交付決定を受けた補助金の額の増額を伴わない場合はこの限

りではない。 

２ 知事は、前項の承認にあたり、必要に応じ交付の決定の内容を変更し、又は条件を付することが

できる。 

 

（補助事業の中止又は廃止） 

第９条 補助事業者は、補助事業の全部若しくは一部を中止し、又は廃止しようとするときは、あら

かじめ、事業中止（廃止）承認申請書（様式第４）を知事に提出し、その承認を受けなければなら

ない。 



 

（補助事業遅延の報告）  

第１０条 補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了することができないと見込まれるとき又は

補助事業の遂行が困難となったときにおいては、速やかに事業遅延等報告書（様式第５）を知事に

提出し、その指示を受けなければならない。 

 

（状況報告）  

第１１条 補助事業者は、補助事業の遂行及び収支の状況について、知事の要求があったときは速や

かに事業状況報告書（様式第６）を知事に提出しなければならない。 

 

（実績報告） 

第１２条 補助事業者は、補助事業が完了した日若しくは補助事業の中止又は廃止の承認を受けた日

から起算して３０日を経過した日又は交付決定した年度の３月１０日のいずれか早い期日までに、

実績報告書（様式第７）に関係書類を添えて、知事に提出しなければならない。 

 

（補助金の額の確定）  

第１３条 知事は、前条の報告を受けた場合には、報告書等の書類の審査及び必要に応じて現地調査

等を行い、その報告に係る補助事業の実施結果が補助金の交付の決定の内容（第８条第１項に基づ

く承認をした場合は、その承認された内容）及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交

付すべき補助金の額を確定し、額の確定通知書（様式第８）により補助事業者に通知するものとす

る。 

 

（補助金の交付方法）  

第１４条 補助金は、前条の規定により交付すべき補助金の額を確定した後に精算払いとする。 

 

（交付決定の取消し等）  

第１５条 知事は、第９条の補助事業の全部若しくは一部の中止若しくは廃止の承認をする場合又は

次の各号のいずれかに該当する場合には、第６条第１項の交付の決定の全部若しくは一部を取り消

し、又は変更することができる。  

（１）補助事業者が、法令、本要綱又は法令若しくは本要綱に基づく知事の処分若しくは指示に違反

した場合  

（２）補助事業者が、補助金を補助事業以外の用途に使用した場合  

（３）補助事業者が、補助事業に関して不正、怠慢、その他不適当な行為をした場合  

（４）交付の決定後生じた事情の変更等により、補助事業の全部又は一部を継続する必要がなくなっ

た場合  

（５）補助事業者が、第６条第３項各号のいずれかに該当する場合  

２ 知事は、前項の取消しをした場合において、既に当該取消しに係る部分に対する補助金が交付さ

れているときは、期限を付して当該補助金の全部又は一部の返還を命ずる。  

３ 知事は、前項の返還を命ずる場合には、第１項第４号に規定する場合を除き、その命令に係る補

助金の受領の日から納付の日までの日数に応じて、年利１０．９５パーセントの割合で計算した加



算金の納付を併せて命ずるものとする。  

４ 第２項の補助金の返還期限は、別に定めるものとし、期限内に納付がない場合は、未納に係る金

額に対して、その未納に係る日数に応じて年利１０．９５パーセントの割合で計算した延滞金を徴

するものとする。 

 

（財産の処分及び管理） 

第１６条 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用が増加した１件当たり５０万円以上の財

産（以下「取得財産等」という。）について、取得財産等管理台帳（様式第９）を整え、補助事業が

完了した後も、善良な管理者の注意をもって管理するとともに、補助金の交付の目的に従ってその効

果的運用を図らなければならない。 

２ 補助事業者は、取得財産等については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大 

蔵省令第１５号）に定める資産の区分に応じた耐用年数に相当する期間（以下「財産処分制限期間」 

という。）を経過するまでは、知事の承認を受けないで、取得財産等を補助金の交付の目的に反して

使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。 

３ 補助事業者は、前項の承認を受けようとする場合は、あらかじめ、財産処分申請書（様式第１０） 

を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

４ 知事は、前項の承認をした補助事業者に対し、当該承認に係る財産を処分したことにより収入が 

あったときは、その収入の全部又は一部を県に納付させることができる。 

 

（成果等の発表） 

第１７条 知事は、補助金の交付を受けて行った事業の成果等について必要があると認めるときは、

その成果等を発表することができる。 

 

（書類の保管） 

第１８条 補助事業者は、補助事業に係る帳簿及び証拠書類を当該補助事業終了の年度の翌年度から

起算して５年間、整備保管しておかなければならない。ただし、取得財産等がある場合は、当該取

得財産等の財産処分が完了する日、又は財産処分制限期間を経過する日のいずれか遅い日まで保管

しなければならない。 

 

（雑則） 

第１９条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付等に関し必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和７年８月２７日から施行する。 

 

  



別表 

区分 補助率 補助上限額 

報償費 １／２以内 １，０００千円 

旅費 

社内研修・資格取得関連経費 

試作開発費 

直接人件費 

その他の経費 

※補助対象経費には、当該経費に係る消費税及び地方消費税相当額を含めない。 

※人件費の補助額は、補助額の４分の１以内を上限とする。 


